






ＡStudy of the real situations and challenges relating to the Child guidance and Support 
Services System in Takahashi City
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Abstract
　This Study is based upon the survey on the attitudes toward raising next generation with 
focus on those parents who are raising preschool children and elementary school children− 
in Takahashi City （2009）, the activities of Takahashi City Child Raising Support Services 
Center and the activities of Takahashi City Municipal Commission on Protection of Needy 
Children.  The purpose of this Study is to discuss the challenges concerning the child 
guidance and support services system in Takahashi City.  The main findings of this study 
are as follows；
（1） Most of the interviewed parents and guardians with child raisin were seeking advices 
from their spouses,  other family members,  friends and experts familiar to them as child 
care workers, kindergarten teachers and public health nurses in the search for solutions 
on their problems.  It is very rare for the parents and guardians to directly seek help 
from the professionals like child social workers.  
（2） It was noticed that daycare centers, kindergartens, public health centers, elementary 
schools and junior high schools often connected the parents and guardians to the child 
guidance office, and that it was essential the child social workers worked in collaboration 
with other specialists familiar to the parents and guardians for finding Children in need 
of help at early stages and providing proper support for them．
（3） In Takahashi City, about 40 percent of the preschool children are not attending  daycare 
centers or kindergartens.  Therefore, it is expected that child care workers at Takahashi 
City Child Raisin Support Services Center will play the important roles in advising and 
supporting the parents and guardians．
（4） In Child guidance Office, several specialists from different special fields have collaborated 
with one another to support.  So, it is important that guaranteeing the human rights of 
clients，preparing the standard assessment tools for common consensus and expanding 
networks in order to property find and support children in need of special care at early 
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0　歳 １　歳 2　歳 3　歳 ４歳以上 合　計
人数 比率 人数 比率 人数 比率 人数 比率 人数 比率 人数 比率
自宅等 174 91.1％ 163 71.8％ 136 61.5％ 28 11.9％ 6 1.3％ 507 38.1％
保育所 17 8.9％ 64 28.2％ 85 38.5％ 134 57.0％ 221 48.6％ 521 39.2％
幼稚園 0 0.0％ 0 0.0％ 0 0.0％ 73 31.1％ 228 50.1％ 301 22.6％











































































































































































































































































7　　月 ８　　月 9　　月 10　　月 累　　計
市内 市外 計 市内 市外 計 市内 市外 計 市内 市外 計 市内 市外 計
0歳児 42 3 45 36 7 43 45 10 55 63 3 66 186 23 209
１歳児 92 2 94 57 3 60 71 3 74 84 8 92 304 16 320
2歳児 51 0 51 40 10 50 62 13 75 89 2 91 242 25 267
3歳児 23 1 24 26 7 33 32 5 37 41 5 46 122 18 140
４歳児 8 0 8 3 4 7 13 0 13 3 1 4 27 5 32
5歳児 7 1 8 16 1 17 5 0 5 5 0 5 33 2 35
児童の計 223 7 230 178 32 210 228 31 259 285 19 304 914 89 1,003
保護者 194 7 201 138 23 161 192 23 215 240 14 254 764 67 831





















































































































































































年度 2005年度 2006年 2007年度 2008年 2009年度














件数 6（12％） 18（36％） 6（12％） 4（8％） 4（8％） 5（10％） 6（12％） 1（2％） 50（100％）
表10　2009年度末の年齢別対象児童（2010/3/31現在）12）
児童年齢 就学前児 小学生 中学生 高校生 その他 計
人数（％） 9（18％） 23（46％） 10（20％） 7（14％） １（2％） 50（100％）
表11　2009年度相談内容（2010/3/31現在）12）
相談内容 ネグレクト 身体的虐待 心理的虐待 性的虐待 その他 計
人数（％） 28（56％） 7（14％） 7（14％） 2（４％） 6（12％） 50（100％）
表12　2009年度終結ケースの事由（2010/3/31現在）12）
終結事由 問題解決 転出 その他 計
人数（％） 14（70％） 6（30％） ―（0％） 20（100％）
78 高梁市の児童相談援助体制の実際と課題に関する研究
く，学校関係機関以外にサポート資源が少ない学
童期（46％），思春期（36％）が多くなっている。
相談内容は大部分（約90％）が児童虐待に関わる
ものである。このことから，乳児訪問事業や健康
診査などの乳幼児期の早期発見，早期予防の重要
性とともに，学童期，思春期においても同様な早
期発見，早期予防の取り組みや，子育て・子育ち
支援活動の必要性がうかがえる。
④ 　また虐待問題は，同時に他の複雑で多様な生活
問題を抱えていることが多い15）ので，ケース会議
では見守りや声かけ等の支援に加えて，より専門
的な家族援助も必要となるだろう。また，継続ケー
スについては多機関で協働して支援する「ケー
ス会議」の支援範囲を検討する必要があるだろ 
う。「ケース会議」の支援活動の終結目標をどこ
に置くのか，長期の最終ゴールではなく短期ゴー
ルを設定する等の視点も必要であると考える16）。
⑤ 　相談は他の行政機関や高梁市内の福祉・保健・
教育機関から持ち込まれており，住民や医療機関
以外の地域団体からの相談はない。この状況は，
現在の「地域ネットワーク」と福祉・保健・教育
機関以外の機関や地域住民や団体との関係を表し
ている。「地域ネットワーク」には，問題をもつ
児童や家庭を支援するだけではなく，前述したよ
うに問題の発生を早期に発見し，重症化を事前に
予防するための役割も求められる。そのためには，
市民に子ども課に設置されている相談窓口の存在
を広く知らせたり，住民団体や住民組織に働きか
けて，相談援助の必要性への理解を広げていくこ
とが重要であろう。
⑵　職員配置からの考察
① 　「子ども課」には，相談担当者として家庭児童
相談員，母子自立支援員，保健師が配置されてお
り，「要保護児童対策地域協議会設置・運営指針」
（2009雇児発第0331034号）の職員規定に適合して
いる。この配置状況は，2007年の全国調査の結果
と比較しても見劣りはしない17）。しかし，社会福
祉を専門とする相談担当者は配置されてはいな
い。継続ケースが増え，家族の持つ問題が複雑に
なればなるほど相談担当者の力量が問われ，ソー
シャルワークの視点や技能の必要性が高くなる。
ソーシャルワークを支援活動にいかに取り入れて
いくかが今後の課題になると思われる。
② 　「子ども課」では，異なる専門性を持つ3人の
相談担当者が協議し，「ケース会議」を管理，運
営しているが，共通のツール（判断の枠組みや基
準，支援原則）は使用していない。福祉，教育，
医療等それぞれの専門性は，問題認識や関心領
域，関わり方を異にする。専門性の異なる相談担
当者が複数で協働するためには，共通理解を支え
るツールが必要であろう。インテーク，アセスメ
ント・援助・支援計画の策定，モニタリング，援
助・支援活動，活動評価，終結等ケースの進行過
程に沿って使用する相談者の生活全体を視野にい
れたツールの開発は，相談担当者個人の専門性や
能力に影響されない一定のレベルを保持した支援
システムを作り上げることにもなる。また，相談
担当者が交代した後も，同程度の支援を担保する
ことができ，「地域ネットワーク」の安定につな
がると考えられる。成功事例，停滞事例等を検討
し，高梁地域に応じたツールの開発が望まれる。
⑶　当事者の権利擁護からの考察
　「ケース会議」での話し合いについて，当事者は
承知しているのだろうか。「要保護児童対策地域協
議会設置・運営指針」（2009雇児発第0331034号）には，
当事者に関する個別情報の提供は，予め理解を得て
おくことが望ましいとの規定はあるが，理解を得る
ことが難しい場合はこの限りではなく，個人情報保
護に関する法律には抵触しないとしている。しかし，
当事者の立場に立てば不本意であろう。当事者に会
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議への参加を促したり、当事者の同意を得る努力を
必要とするのではなかろうか。
　「ケース会議」での援助・支援活動は，当事者が
主体的に問題の解決ができるように支援する活動で
ある。そのためには，当事者の意見を聴き，当事者
の立場から問題を検討し，具体的に取り組む目標や
その方法を考えるという過程に，当事者が加わる必
要がある。当事者の「ケース会議」への参加及び
情報提供に関する同意は，まだ日本では規定されて 
いないが，イギリス等では原則として実施されてお
り18），日本においても今後の重要な課題となるだろ
う。
４　おわりに
　設置して2年足らずの「高梁市子どもを守る地域
ネットワーク」の現状から，今後の課題を「個別
ケース検討会議」を中心に考察した。増加する継続
ケースへの対応とシステムとしての限界，異なる専
門性をもつ相談員が共通理解をするためのツールの
必要性，地域住民のニーズをくみ上げるための啓発
活動，当事者の権利擁護等の課題が見えてきた。今
後この課題をどのように発展させていくのかを見守
りたい。
 （文責：田中　礼子）
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